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Ⅰ．はじめに 

１．問題の所在 

(１)知的障害特別支援学校卒業後の課題と学校設定教科の可能性 

障害者の雇用の促進等に関する法律(障害者雇用促進法)に基づく，障害者法定雇用率制度の

発展により，ここ 15年ほどの特別支援学校高等部本科卒業者の就職率は上昇傾向で，職業種も

広がりを見せている(文部科学省[2019])。しかし，知的障害者の特別支援学校卒業後の生活には

依然，課題があり，自立と社会参加ができない現状がある。 

第一に，知的障害者の多くは地域でのつながりを生かした生活や余暇が十分に楽しめていな

い。栗林・野﨑・和田(2018)の卒業生の保護者を対象とした調査では，余暇のレパートリーを増

やすこと，家族以外と過ごす余暇の充実に対する要望が挙げられた。さらには，原田・寺川(2017)

は働き続けるためには，仕事だけでなく，人との関わりや生活の質自体が豊かであることが大切

であることを指摘している。第二に，雇用されても，継続的な就労が難しく，短期間での離職も

少なくない。高瀬・大石・西原・山本(2017)の障害者の就業状況等に関する調査からは，知的障

害者は就職後１年で 32.0％が離職していることがわかる。池田・髙橋(2018)は，入職後の課題

は，職場での人間関係の希薄さと新しい人間関係構築の難しさであると指摘しており，さらに，

田中(2017)は，卒業生の雇用主への調査から，大多数の企業が作業スキルそのものではなく，意

欲や態度，社会性を重視していることを明らかにしている。 

したがって，これらの課題(生きがい，人間関係，意欲や態度)に対応する指導を学校教育段階

において行う必要がある。このうち，生きがいや人間関係については教科学習では取り扱いにく

く，自立活動においては個々で目標も違えば，教師間で差が生じやすいという問題もある。ま

た，知的障害のある生徒の学習特性からいって，高等部段階においても，小・中学部で実践の多

い生活単元学習に準ずるような現在と将来の生活課題を取り扱える教科や指導形態によって指

導した方が効果的な場合もあると考える。 

他方，知的障害特別支援学校高等部には学校設定教科が設けられることになっている。学校設

定教科は，名称，目標，内容等について定める権限が各学校にあり，特色ある教育を行うことが

可能である。生活単元学習のように各教科等の学習では達成できない高等部段階の生徒の生活

課題に応じた指導を各教科等の要素を組み合わせて行うことも可能である。したがって，高等部

段階の作業学習の時間数が多く，授業時数が限られるなかでは，卒業後の課題である生きがいや

人間関係に関する力の育成を図るための学習も，学校設定教科において対応できる可能性があ

るのではないか。 

(２)置籍校の学校設定教科の課題及び筆者の課題意識 

置籍校は，普通科と職業学科の二つの学科があり，開校４年目からは学校設定教科「社会生

活」が職業学科の教育課程に設置されている。しかし，本教科の運営には課題があった。本教科

授業担当者は，学習指導要領において目標や内容が規定されている教科ではないため，何を目標

にどんな内容をどこまで扱うべきなのかを明確にしにくかったり，融通が利く教科だけに，「何

でも屋」のようになっている状況が否めなかったりしていた。学校設定教科に対する学校全体で

の共通理解はおろか，学年間での擦り合わせも十分にされずに，趣旨や必要性に立ち返った検討

がこれまでされてきていない状況にあった。さらには，筆者自身も，本教科授業担当者として課
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題を感じていた。指導内容が多岐に渡っているだけでなく，他教科や行事等と関連のある内容も

多数存在し，学年や担任からの情報収集を常に必要とするなど，苦労が多かった。指導方法にお

いても，教師が教授することが主となり，生徒が主体的に活動できる場面が少なく悩んでいた。 

２．研究の目的及び方法 

置籍校における学校設定教科「社会生活」の指導内容と指導方法の再検討とその授業実践を通

して，知的障害特別支援学校高等部等における卒後の自立と社会参加を目指した指導内容と指

導方法のあり方を展望することを目的とする。方法としては，置籍校の学校設定教科「社会生

活」の指導の課題及び卒業生の自立と社会参加における課題について明らかにするとともに，そ

れを踏まえて改良した指導内容と指導方法で授業実践を行い，評価する。 

            ※知的障害特別支援学校高等部等…知的障害特別支援学校高等部及び高等特別支援学校 

 

Ⅱ．研究の概要 

１．研究Ⅰ：県内知的障害特別支援学校高等部等における学校設定教科の実態調査 

(１)目的及び方法：県内の知的障害特別支援学校高等部等の学校設定教科の実施状況を把 

握し，学校設定教科の意義や課題を分析することを目的として，県内 13校に対して質問紙への

回答を依頼した。結果は，単純集計と類似性に基づいた分類をして整理した。 

(２)結果及び考察：多くの学校では，生活単元学習の実践を行わない学科や教育課程で学 

校設定教科が設置されていた。生活単元学習は，対象生徒の興味や課題からテーマを設定するこ

とが基本であるため，卒後の課題に即した指導内容をあらかじめ系統的に構成することに適さ

ないだけでなく，枠組みの自由度が高すぎるという課題がある。一方で，学校設定教科は，対象

生徒の実態を考慮しつつ，卒後の課題に即した学習内容をあらかじめ系統的に構成して指導す

ることが可能であり，これこそが，学校設定教科の意義であると考えた。 

２．研究Ⅱ：置籍校の学校設定教科担当者の指導内容や指導方法に関する意識等の調査 

(１)目的及び方法：置籍校の学校設定教科担当者の指導内容や指導方法に関する意識等を 

調査することを目的として，置籍校の学校設定教科「社会生活」の担当者及び担当経験者５名

に，対面でのインタビューを行い，その結果を整理・分析した。 

(２)結果及び考察：指導内容については，根拠となるものが定まっていないため不安があ 

ること，指導方法については，実践的・体験的な活動を多く取り入れることができていないと感

じていることがわかった。また，他教科との連携・調整が課題であるという認識が担当者及び担

当経験者全員にあり，教科横断的な視点での指導計画の改訂が必要であると考えた。 

３．研究Ⅲ：置籍校の卒業生の自立と社会参加における課題及びそれを踏まえた指導内容等の調査 

(１)目的及び方法：卒業生の生活における自立と社会参加の実態や卒業後の生活に必要な 

力，その力を育成するために必要な指導内容を明らかにすることを目的として，置籍校の過去３

年間の第３学年担任と進路指導主事及び進路指導主事経験者８名に，対面でのインタビューを

行い，その結果を整理・分析した。 

(２)結果及び考察：就職して３年が経過した平成 27～28年度卒業生と平成 29～30年度卒 

業生を比較すると，３年以内の離職率は 13.9%から 2.6%に減少していることがわかった。一方

で，離職はしていないが，休職をしていたり，職場でのことで悩み，保護者から置籍校に連絡が

きたりしている卒業生も数名いることがわかった。また，障害者就業・生活支援センターを中心

とした相談機関を有効に利用できている卒業生はごく一部である，何かあった際にスムーズに

相談できないといったことが課題だとする回答が多かった。このことから，困った際の個々の相

談相手や相談の仕方について指導することが必要であると考えた。家庭・社会生活においては，

休日の過ごし方が有意義ではない，余暇支援を利用できていない等の課題が多く挙げられたこ

とから，この課題に対応する実践的な学習が，社会参加を促す上で重要ではないかと考えた。 
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４．研究Ⅳ：置籍校の就業体験実習評価表分析による実習先からみる卒業後の課題調査 

(１)目的及び方法：実習先が求める職業人としての資質・能力や卒業後の課題を明らかに 

することを目的として，置籍校の令和２年度職業学科卒業生(34 名)・令和３年度職業学科３年

生(32名)の就業体験実習評価表235枚を対象資料として，観点別の４段階評価を単純集計した。

また，問題点として特記された内容をキーワード化・カテゴリー化し，集計・分析をした。 

(２)結果及び考察：観点別評価の集計結果において，一般事業所，障害福祉サービス事業 

所の両者において課題とされていたのは，「分からないことは質問できるか」であった。また，

特記内容は，「作業能力・作業遂行能力」と「仕事への態度」と並んで，「対人関係」に関する内

容が多かった。作業面や態度面での能力に関することについては，主に作業学習において指導す

ることができる。一方で，置籍校における作業学習の作業内容は学科ごとに３年間固定されてい

るため，慣れない環境を作りにくく，自立活動の指導の時間が特設されていない置籍校において

は，「社会生活」科において，自ら質問をすること等を含めた対人関係に関する学習を取り扱い，

般化できるようになることを目指したいと考えた。 

５．研究Ⅴ：研究 I～Ⅳを踏まえた学校設定教科の指導計画改訂案の作成及び研究Ⅱ～Ⅳ・ 

文献調査を踏まえた指導方法の設定 

(１)目的及び方法：卒業後の生活における課題を踏まえた自立と社会参加を目指すために 

必要な知識やスキルを培う指導内容を位置づけること，指導計画の改訂すべき箇所を明らかに

することを目的として，指導計画に位置付けられた既存の指導内容について，学習指導要領との

関連の見直しやカテゴリー化をしながら整理し，研究Ⅰ～Ⅳも踏まえた指導計画改訂案を作成

した。さらに，研究Ⅱ～Ⅳの結果と文部科学省の Webページや学習指導要領解説，論文等の文献

調査の結果を踏まえ，具体的な指導方法を検討した。 

(２)結果及び考察：学習指導要領との関連を見直すことで，他教科等との調整が必要な指 

導内容が明らかとなり，それらを指導計画改訂案に明示することができた。見直しに伴って必要

となった他教科等との調整については，管理職や担当者と協議し，令和４年度の年間指導計画作

成の基となる指導計画への反映を依頼した。また，指導計画改訂案を作成する過程において，３

年間を見通しながら，指導内容の系統性を図るための資料が必要と判断し，単元配列表案を作成

した。これにより，学年間での擦り合わせも十分に行われてきていない状況から脱することがで

きた。見直した内容の有効な指導方法としては，実践的・体験的な活動を取り入れた指導方法と

主体的・対話的な学びの視点を取り入れた指導方法の二つの方法を設定した。特に，後者の実現

のためには，2016年の中教審答申で示された「主体的な学び」「対話的な学び」の具体的な内容

を基に，知的障害高等部生徒にとっての「主体的な学び」「対話的な学び」の姿を具体化すると

ともに，授業実践において重視する視点を明確にした。 

６．研究Ⅵ：研究Ⅴで作成した指導計画改訂案及び設定した指導方法に基づく実践と評価 

(１)目的及び方法：指導計画改訂案及び設定した指導方法に基づく実践を行い，その効果 

を図ることを目的に，職業学科第３学年５組の生徒７名を対象として，授業実践とアンケート

調査を行った。併せてＴ２へのアンケートも実施した。分析方法としては，実践の際の生徒の

学習の様子をタブレット端末や IC レコーダーで記録し，その記録から発言内容や回数の分析，

ワークシートの主に自分の考えを記述する箇所からは記述内容の質や量の分析を行った。アン

ケート調査の結果については，単純集計と類似性に基づいた分類をして整理した。 

(２)結果及び考察 

１)卒後の自立と社会参加を目指した指導内容の設定：研究Ⅴにおいて他教科等との指導 

内容の調整を図ったことで，研究Ⅱ・Ⅲ・Ⅳで明らかとなった卒業後の課題を踏まえた学習(相

談するスキル，対人関係やコミュニケーションに関するスキルの獲得を目指した学習)を実施す

ることができた。相談先について初めて取り扱った際には相談機関の名称自体初めて聞いた生
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徒も存在したが，２学期末に実施した学習の振り返りでは，全員が個々の相談先を書くことがで

きた。相談先という「知識」面が確実に獲得されていたことがわかった。 

生徒へのアンケート結果からは，対人関係やコミュニケーションに関するスキルの獲得を目

指して実施した学習を，生徒自身が作業学習やその他の学校生活の場面において，役立てること

ができていることがわかった。Ｔ２へのアンケートでは，「社会生活」科の授業で学習したこと

を役立てられていると思う場面について，対人関係やコミュニケーションに関する学習内容を

作業学習や学校行事において生かすことができた旨の記述が目立った。対人関係やコミュニケ

ーションに関するスキルの獲得を目指した指導が，卒業後に必要な対人関係に関する知識を身

につけ，実践する力を培うことに寄与したと考えられた。 

２)卒後の自立と社会参加を目指した指導方法の設定 

①実践的・体験的な活動を取り入れた指導方法：題材「余暇の過ごし方」では，卒業生 

の協力を得て，余暇の様子や余暇に関するインタビューを撮影した動画を視聴して有意義な余

暇の過ごし方について考えたり，余暇支援の情報を実際に調べたりする学習を行った。ワークシ

ートの振り返り欄には，6名(1名欠席)のうち 4名は，卒業しても友達と余暇を過ごしたい旨や

余暇活動サークルに参加したい旨を記述した。この実践では，卒業後の生活を動画視聴やワーク

等を通して具体的にイメージしたことにより，卒業後は周囲とかかわりながら余暇を過ごそう

とする態度を培うことに寄与したと考えられる。他の題材においても，実践的・体験的な活動を

取り入れた実践では，生徒の意欲的な姿や卒業後の生活をイメージできたことで自信がついた

姿が見取れた。 

②主体的・対話的な学びの視点を取り入れた指導方法：題材「職場におけるコミュニケ 

ーションと対人関係」(全８時間)の第１～３時では，職場における対人関係に関する場面を，事

例を基にイメージし，実際にどのように伝えたら良いか，台詞を考える学習を行った。消極的で

ある抽出生徒Ｆは，第１時では発問に対して戸惑い，教師からの支援を受けながら事例の主人公

の気持ちを，第２時では前時の学習をヒントに自ら台詞の第一声を，第３時では自ら教師に質問

をして第一声とそれに続く台詞をワークシートに書いており，質的にも量的にも充実した。「主

体的な学び」の姿の一つとして具体化した,「わからないことは自分から質問や相談をする」こ

とができるようになった。また，見通しをもつことで自信をもち，他にも自らの力でできること

が確実に増えた。このことから，主体的な学びを実現するために重視した，授業構成をパターン

化する，考える時間を確保するといった視点が功を奏し，Ｆは何とか自分の意思を反映させて課

題解決をしようと主体的に取り組むことができたのではないかと考えた。 

題材「金銭トラブルや詐欺被害」(全３時間)の第３時では，金銭トラブルや詐欺被害に遭った

際の相談時に伝えるべく情報について事例を基に考え，グループワークで意見交換をする学習

を行った。抽出生徒Ｅは，説明を最後まで聞かないうちに作業し，自分が間違っていたとして

も，考えを曲げないことがある。グループワークには，事前に相談時に伝えるべく情報を考えホ

ワイトボードに書いて持ち寄ったが，Ｅは相談する際の台詞を考えて書いた。グループワークに

おいては，Ｅの発表に対して教師が質問をすると戸惑った様子であったが，友達との対話の中

で，自分が書いた内容に含まれる「いつ」の情報や，自分が発言した「お店」は，「どこで」の

情報であることに気づくことができた。これは，「対話的な学び」の姿の一つとして具体化した，

「教師や友達との対話の中で，自分の考えを整理する」ことができていると捉えることができ，

対話的な学びが達成されていることが見取れた。互いの考えを持ち寄り，思考を交流しながら協

働で問題解決をするグループワークを設定したことが，焦って作業し，間違ったり，一度考えた

ことを曲げようとはしなかったりするＥの理解を助けたと考えられた。２学期末の振り返りで

は，対話をすることに慣れてきて良かった，友達に対して発言できたという趣旨のことを書く生

徒が目立ち，１学期末の振り返り時よりも明らかな成長が認められた。 
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Ⅲ．まとめ 

１．総合的考察 

(１)卒後の自立と社会参加を目指した指導内容のあり方 

研究Ⅰでは，卒後の自立と社会生活上のスキル獲得といった目標に絞った学習内容をあらか

じめ系統的に構成して指導することが可能であり，且つ内容のコアの保証もされる学校設定教

科の意義を認識し，研究Ⅴでは，研究Ⅱで明らかとなった置籍校の「社会生活」科の課題である

他教科等との調整を解決しつつ，研究Ⅲ・研究Ⅳで明らかとなった置籍校の卒業生における卒後

の課題に即した指導内容を位置づけることができた。研究Ⅵでは，相談するスキル，対人関係や

コミュニケーションに関するスキルの獲得を目指した指導内容を設定して実践したことにより，

卒後の相談先をスムーズに答えたり，場面に合った台詞を考えられたりする生徒が増加し，スキ

ルの獲得が認められた。したがって，丁寧に卒後の現実的課題を明確にし，学習内容をあらかじ

め系統的に構成しての指導が可能な学校設置教科「社会生活」において，その課題に即した指導

内容を位置づけたことは効果的であったことがわかった。 

(２)卒後の自立と社会参加を目指した指導方法のあり方 

実践的・体験的な活動を取り入れた指導方法については，生徒の授業における様子やワークシ

ートへの記述から，生徒自身が実際に試したり，実際のものに触れたり，見たりする活動を通し

て，卒業後の生活を具体的にイメージして希望をもったり，必要性を感じて意欲的に活動したり

と，卒業後の生活において自立や社会参加をしようとする態度が培われたことが示唆された。 

主体的・対話的な学びの視点を取り入れた指導方法については，消極的な生徒が自分の意思を

反映させて課題解決をしようとしたり，自分の考えを整理して理解を深めたりしたことを見取

ることができた。また，グループワークにおいて「話せた」「役立てた」という経験を積んだこ

とで，自分自身や人とかかわることへの自信をつけたり，他者の意見を聞くこと，他者とかかわ

ることへの良さに気づいたりできたことも見取ることができた。つまり，知的障害高等部生徒に

とっての「主体的な学び」「対話的な学び」の具体的な姿を明確にし，そのために必要な手立て

を講じながらくり返し実践を行ったことは，自立や社会参加をしていこうとする態度を培うた

めには，有効であったことが示唆された。 

２．今後の課題 

本研究においては，学習指導要領との関連の見直しを通して，他教科等との調整はできたが，

連携はできなかった。また，実践的・体験的な活動を十分に行うのは，１単位時間の授業では限

界があった。学校設定教科「社会生活」で習得した知識・技能を他教科等の場面において実践す

ることができれば，自立と社会参加に必要な資質・能力を着実に培うことができるであろう。そ

ういう意味で，他教科等とのタイアップ，連携は今後の課題である。もちろん，そのためには学

校全体での共通理解が必要不可欠であり，カリキュラム・マネジメントを確立していくことが大

きなポイントである。さらには，卒業後の現実的課題の把握とその課題に即した指導の継続的改

訂も課題である。本研究では，研究に専念できる立場であったからこそ，インタビュー調査及び

就業体験実習評価表の分析から現実的課題を把握し，指導計画に反映させることができた。今後

は，就労先や実習先が求める資質・能力や卒業後の生活に関する情報収集をする効率的・効果的

な方法を検討し，自立と社会参加に必要な資質・能力の育成を図っていくことが重要であろう。 
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